
平成 13年 12月期 決算短信 (連結)  平成 14年 2月 22日

上   場   会   社   名    株式会社　アサツー ディ・ケイ 上場取引所 東

コード番号    9747 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 特別顧問 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　鎌　徳弥 TEL (03) 3547 - 2028
決算取締役会開催日　　平成 14年 2月 22日

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年 12月期の連結業績（平成 13年 1月 1日 ～ 平成 13年 12月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 12月期 402,647 5.1 4,970 △ 2.2 6,467 △ 3.1

12年 12月期 383,219 9.1 5,079 80.6 6,678 44.3

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 12月期 △ 708 - △ 13.76 - △ 0.6 2.8 1.6

12年 12月期 3,213 △ 33.3 62.22 - 2.8 3.1 1.7

(注)①持分法投資損益 13年 12月期             △60 百万円          12年 12月期              129 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 12月期    51,502,809 株　　　12年 12月期    51,650,952 株

     ③会計処理の方法の変更 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 12月期 234,987 127,646 54.3 2,520.02

12年 12月期 220,198 117,166 53.2 2,268.42

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 12月期 2,178 △ 1,837 △ 4,682 19,587

12年 12月期 272 △ 7,334 △ 1,309 23,449

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  21　社   持分法適用非連結子会社数　2　社   持分法適用関連会社数　4　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）1　社   持分法（新規）1　社  （除外）　   -  　社

２. 14年 12月期の連結業績予想（ 平成 14年 1月 1日  ～  平成 14年 12月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 195,700 3,300 130

通　　期 408,000 6,800 1,030

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   20 円 33 銭 
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１．企業集団の状況 
 

 当社の企業集団は、当社、子会社 51 社、関連会社28 社及びその他の関係会社１社（その子会社を含む。

以下同じ）で構成され、おもな事業は、(1)雑誌、新聞、テレビ、ラジオ、デジタルメディア、セールス 

プロモーション、広告表現に関する企画、制作などすべての広告及びこれら広告に関するマーケティング 

サービス活動の一切と(2)その他の事業として書籍の出版・販売、コンサルティング業及び情報処理サービ

ス業であります。 

 当グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

  広告業     当社の他、子会社47 社、関連会社27 社、その他の関係会社 1社が行っております。 

  その他の事業  子会社の㈱日本文芸社の他、子会社 3社、関連会社 1社が行っております。 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 

得          意          先 

当       社 

広
告
売
上

子会社 
○ ㈱日本文芸社 
○ ㈱ミリオン書房 

 ㈱ユーコン社  他１社 
 
関連会社 
※ 日本情報産業㈱ 

コ

ン

サ

ル

テ

ィ

ン

グ

情

報

処

理

サ

ー

ビ

ス

書

籍

の

出

版

・

販

売

広
告
売
上

広
告
仕
入

（その他の事業） 

その他の関係会社 
   WPP Group plc. 
  （子会社 WPP International 
    Holding B.V. 他7社を含む） 

（広告業） 

○ 連結子会社 
※ 持分法適用会社 
 
 
(注) 1. DK ADVERTISING(HK) LTD.は DIK CAMPAIGN ADVERTISING LTDより社名変更したものであります。 
    2. ADK AMERICA INC.は ASATSU AMERICA INC.より社名変更したものであります。 

情

報

処

理

サ

ー

ビ

ス

資

本

・

業

務

提

携

子会社 
○ ㈱協和企画 
○ ㈱アサツーインターナショナル 
○ ㈱プライムピクチャーズ 
○ ㈱サン・アーチスト・スタジオ 
○ ㈱トウキョウ・アド・パーティ 
○ ㈱三友エージェンシー 
○ ㈱第一企画コミュニケーションズ 
○ 第一企画リレーションシップマーケティング㈱ 
○ ㈱メイクス 
○ ADK AMERICA INC. 
○ ASATSU EUROPE HOLDING B.V. 
○ ASATSU EUROPE B.V. 
○ ASATSU (DEUTSCHLAND) GmbH 
○ ASATSU HONG KONG LTD. 
○ 聯旭国際股ｲ分有限公司 
○ NEXUS/ASATSU ADVERTISING PTE.LTD. 
○ DK ADVERTISING(HK) LTD. 
○ 太一廣告股ｲ分有限公司 
○ DAI-ICHI KIKAKU (THAILAND) CO.,LTD. 
※ MEDIA PLUS COMMUNICATIONS LTD 
※ ASDIK INC. Ltd 
㈱日本マーケティングシステムズ    他 25 社 
関連会社 
※ デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム㈱ 
※ 広東広旭広告有限公司 
※ 上海旭通広告有限公司 
㈱日本エージェンシー          他23社     

広
告
売
上

広
告
仕
入

広

告

売

上

（広告業） 
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２．経 営 方 針 
 

１． 会社経営の基本方針  －全員経営 

    ＡＤＫの経営哲学「全員経営」は、社員一人一人が経営者的意識に立ち、仕事の成果と利益   

に責任を持って顧客へより良いサービスを提供することです。換言すれば、社員一人一人は常に

クオリティとコストに高い意識を持ち、向上心をもって何事にも取組み完全燃焼します。 

 

２． 会社の利益配分に関する基本方針 

利益の配分につきましては、株主に対する利益還元を最重要政策として位置づけており、  

 業績に裏付けられた成果の配分を行う事を基本方針としております。 

 内部留保資金は経営革新を進める上で欠かせない資本効率改善のための自社株購入をはじ   

  め、競争力強化のためのインフラ整備、研究開発、関連事業等への投資に積極活用してゆく  

  方針であります。 

  なお、当期におきましては、期末に１株当り 9 円の普通配当とし、すでに支払済みの中間  

 配当１株当り 9円とあわせて通期で 1株当り 18円とさせていただく予定であります。 

 

３． 目標とする中期経営指標 

  当社は、日本経済の現状を考慮し当面は、売上総利益の対前年伸長率を 3％±α（当期 1.2％） 

  と保守的な数値目標となりますが、売上総利益に占める人件費割合を 55％（当期 60％）に、 

  売上総利益に占める営業利益割合を 15％（当期 11％）にそれぞれ改善し営業利益は１０％  

  ±αの伸びを中期的目標としております。また株主価値を拡大する為に営業利益の伸びに加  

  え自社株購入を実施し 1株当り利益の向上をめざします。 

 

４． 中長期的な経営戦略 

当社は 2002 年度より新たな中期経営計画を策定し「ニュー・ウエーブ・エージェンシー」

をめざします。 

 その主要なテーマは以下のとおりです。 

① 広告主をブランド・オーナーと捉え、オーナー（広告主）が所有するブランドの育成に

貢献するクオリティの高いコミュニケーションサービスを提供する。 

② 独自の海外ネットワークに加えＷＰＰとのアライアンスを通してグローバルな視点か

ら評価されるエージェンシーをめざす。 

  ③デジタルとブロードバンド化する次世代メディアへのビジョンを策定し対応する。 

 ④積極的な情報開示に努める。 

    これらのテーマを確実に実行し、伝統的な価値観や考え方に常に挑戦し、創造性に富んだ  

   解決策を提案するグループ全体で世界トップ１０に入るコミュニケーション会社をめざし  

   てまいります。 
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５． 会社の対処すべき課題 

当社は 2001 年後半に、長年の主要広告主を喪失するという経営上の大きな経験をいたしま  

 したが、それ以外の広告主との取引において鋭意収益回復に努めたことにより、幸い結果的  

  には大きなダメージには至りませんでした。今後更に広告会社としての技術力をアップし、  

  営業力の強化を行い、既存クライアントへの更なる深耕に加え新規広告主を獲得すべく努力  

  いたす所存です。また、広告業界の企業淘汰と再編が進み、外資系企業の攻勢という環境の  

  中で、ビジネス・パートナーとして信頼されるエージェンシーになるために、「４．中長期的  

  な経営戦略」の項で掲げましたテーマを経営の主要な課題と位置づけております。 

 

５‐① 「広告主のブランド育成と幅広いニーズに対応するクオリティの高いコミュニケーショ 

      ンサービス」 

  近年広告主のニーズは広告コミュニケーションにとどまらず、ＰＲや各種コンサルティング、 

 ＣＲＭ（カスタマー・リレーションシップ・マネジメント）といった専門的なコミュニケーシ  

 ョンサービスの領域にまで拡大しております。当社ではそれぞれの分野に特化した関連企業の  

 ネットワークグループを形成し、多様なサービスの提供をめざしております。 

  また、上位広告会社間の競争では、広告主に対して如何に質の高いサービスを提供できるか  

 が重要な課題であり、特にクリエイティブの質の向上は多くの広告主から求められているもの  

 であります。この課題については、若手を中心とした人材の育成は言うまでもなく、社外から  

 優秀な人材を招聘するとともに、国内にとどまらずＷＰＰのネットワークを活用し、世界各地  

 の優秀なクリエイティブ・ブティックとの業務提携などの実施により世界的なクリエイティ  

 ブ・シンジケートの構築をめざします。 

  さらに、消費の伸び悩みや価格競争が激化している経済環境のなかで、広告主は「ブランド  

 オーナー」として新たなブランド価値の創出を目的とするブランディング・メソッドを広告会  

 社に求めております。この課題に対しては昨年より実践段階に入ったブランド育成手法「EX 

 ‐Branding」、ブランド診断システム「A‐BEAT」、メディアプランニングシステム「MPSS」 

 の統合モデルによりブランド価値を創造するための「統合的なブランドマネジメントシステ  

 ム」を提供いたします。 

 

５‐②「グローバルな視点から評価されるエージェンシー」 

  国内広告主のグローバル化に対応するため、当社では積極的に海外拠点を配置してまいりま  

 した。今後さらに当社がグローバルな視点からの評価を高めるためには、それぞれの海外拠点  

 における有力ローカル広告主企業への積極的なアプローチも欠かせない営業戦略となります。 

 これを実施するためには独自の海外ネットワークに加え専門分野に特化した関連会社を数多  

  く有しているWPPグループとのアライアンスを活用するとともに、各拠点での優秀な人材の  

  育成と地域ブロックでのネットワーキングの強化を行い、将来的には当社の海外での取扱高を  

  グループ全体で 10％から 20％まで高めることを目標としております。 
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５‐③「次世代メディアへのビジョン策定と対応」 

ITバブルがはじけたことにより、多くの広告主は情報関連への投資を差し控えております。 

 しかしながら、長期的な視点に立ちますと、着実に情報技術は我々の生活を変質させつつあり  

 ます。この潮流の変化の中で、広告業界は、衛星デジタル放送、通信のブロードバンド化、  

 地上波デジタル化、モバイルコンピューティング化等大きな変革を迫られております。当社で 

 は、このデジタル時代に対応した新たな広告ビジネスの研究開発と IT分野への事業投資とい  

 った様々な取り組みを実行し、収益基盤の構築を行います。 

 

５‐④「積極的な情報開示」 

  当社は、業界初の上場企業であり、常に先陣を切って企業情報を開示してまいりました。  

 昨年、同業他社の上場が実現し、比較の対象となっておりますが、かねてより株主価値の最大  

 化を経営の最重要課題としてまいりました当社は、今後もより一層グループ経営に基いた、正  

 確でタイムリーな情報の開示を心がける所存であります。 

 

６． 会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

当社は、2002年度より本社機能を充実させるために、組織をコーポレート部門とオペレー  

 ション部門に分けることで、役割分担を明確化いたしました。これにより、指示命令系統の重  

 複を避け、意思決定の迅速化を図るとともに、適正な情報の開示に努力する所存です。 

  また、本部制を廃止する事により、各組織の階層もフラット化し、能力のある有能な若手  

 社員の活躍のチャンスを広げました。人事面におきましては、年功序列賃金と終身雇用を前提  

 とした組織風土を断ち切り、「少数精鋭」をより徹底するために実力主義による報酬・処遇体  

 系をスタートさせ、さらなる企業価値の最大化をめざします。 

コーポレートガバナンス論の帰結である経営監督機関と業務執行機関の分離については、 

 商法改正の動向をふまえつつ慎重に研究してまいります。2002 年度にはその準備としてこれ 

 まで取締役の役位と位置づけていた「副社長」を業務執行組織上の役職として位置づけなお 

 し、「部門担当副社長」制を採って執行責任の所在を明確にしました。 

 

７． 関連当事者との関係に関する基本方針 

ＷＰＰグループを率いる英国法人ＷＰＰ  Group plc は当社の株式を 20％間接保有してお  

 ります。一方で当社もＷＰＰの株式を 2.98％直接保有しており、株式投資基金運用機関ない  

 しその株式管理受託会社に次ぐ第 8 位、事業会社単独としては第１位の株主であります（平  

 成 13年 12月 31 日現在）。また当社とＷＰＰは相互に非常勤取締役を１名ずつ派遣しあって  

 おります。このような相互の資本提携関係を基礎として両社は対等な立場で業務提携関係を結  

 んでおり、相互の顧客紹介と業務協力を通じ、地域的な経営資源の偏在を補完しあうことによ  

 ってシェア拡大と効率化をめざしております。 
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3. 経 営 成 績 

 

１．当期の概況 

当期におけるわが国の経済は、米国経済の減速と内需の不振が影響して、低迷のうちに推移

しました。 

 広告業界におきましては、年度の前半は昨年に引き続き比較的順調に推移しましたが、後半か

らは広告出稿の牽引役であった情報・通信関連の大型広告主からの発注が減少したことに加え、

米国同時多発テロをはじめとした社会不安が相次ぎ、企業が広告を控える動きが高まりました。

そのため、業界全体の売上高は6 兆 580 億円となり、前年比0.9％の減少となりました。 

このような環境のもと、当社におきましては、粘り強い営業力を発揮して売上高の更なる伸

長に注力し、不景気下にあっても一定の成果を得ることができましたが、不況による競争の激化

や長期的に見た営業利益の減少など厳しい環境の到来を予測し、平成13 年 9 月 1 日付で取締役

社長の交替を行い、当社の経営理念である「全員経営」の基本に立ち返って、高収益高配分の経

営システムの再構築に向けての新たな経営改革に着手いたしました。 

また、当期は最大手得意先との間に広告取次契約の大半の解消がありましたが、それ以外の

取引先との契約において鋭意収益回復に努めたことと、年度前半に好業績を確保したことが功を

奏し、当期の連結売上高は4,026 億 4 千 7 百万円（前期比5.1％増）となりました。利益面では、

経常利益は64 億 6 千 7 百万円(前期比3 .1％減)となり、退職給付会計基準変更時差異償却額等

を特別損失に計上いたしました結果、税金等調整前当期純利益は4 億2千2百万円（前期比93.2％

減）、当期純損失は7 億 8 百万円となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

(1) 広告業セグメント 

 雑誌、新聞、テレビ、ラジオのマスコミ４媒体にデジタルメディアを加えた媒体部門のうち

雑誌、新聞部門におきましては、高級ブランド品や海外化粧品の広告の新規スタート、保険会

社の広告の大型受注などがありましたものの、大手広告主の広告取扱いの喪失が影響し売上高

は前年を下回りました。一方、テレビ、ラジオ、デジタルメディア部門におきましては、年度

前半までは好調でしたが後半は一転下降線をたどりました。しかし、飲料・嗜好品における新

ブランド広告獲得や業界再編・外資参入による金融・保険会社等からの出稿増があり、通年で

の売上高は前年を上回りました。 

 セールスプロモーション、制作、マーケティング、その他の媒体以外の部門におきましては、

景気の冷え込みにより大型キャンペーン、イベントが不調となり、ＣＭの新規制作も低調であ

りましたが、飲料の新ブランド広告獲得による販促キャンペーンなど取扱い拡大につとめまし

た。 

 以上の結果、当期における広告業の売上高は3,915 億 8 千 3 百万円（前期比 5.6％増）とな

り、営業利益は43 億 8 千 4 百万円（前期比9.9％減）となりました。 
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(2) その他の事業セグメント 

 書籍出版・販売関係の部門におきましては、業界全体が個人消費の低迷などの影響で依然回

復の兆しが見えていないものの、当グループにおきましては、漫画雑誌が年間を通じ好調であ

ったことや新規に発刊した廉価版コミックスの売上が計画を上回るなど全体として順調に推

移しました。 

 情報処理サービス関係の部門におきましても業績は順調に推移しました。 

 以上の結果、当期におけるその他の事業の売上高は110 億 6 千 3 百万円（前期比10.3％減）

となり、営業利益は 5 億 7 千 9 百万円（前期比 36.6％増）となりました。 

 

キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売

上債権が71 億 2 千 1 百万円減少（前連結会計年度は36 億 4 千 3 百万円増加）しましたが、税

金等調整前当期純利益が 4 億 2 千 2 百万円（前年同期比 93.2％減）と大きく減少したこと及

び金庫株として自己株式購入の支出があったこと等により、当連結会計年度末は195 億 8 千 7

百万円と前連結会計年度末に比べ 38 億 6 千 2 百万円（16.5％）減少しました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、業績は順調だったものの退職給付会計基準変更時差

異償却額等の特別損失計上により、税金等調整前当期純利益は4 億 2 千 2 百万円となりました

が、売上債権が71 億 2 千 1 百万円減少（前連結会計年度は36 億 4 千 3 百万円の増加）したこ

と等により、21 億 7 千 8 百万円と前連結会計年度に比べ19 億 6 百万円の増加となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、事業保険掛金の支出が 11 億 7 千万円ありましたが

有価証券の売買による収入超が17 億 3 千 9 百万円（前連結会計年度は 10 億 9 千 8 百万円の支

出超）あり、投資有価証券の売買による支出超が 21 億 1 千 9 百万円（前連結会計年度は 52

億 3 千 3 百万円の支出超）であったこと等により、18 億 3 千 7 百万円のマイナスとなり前連

結会計年度に比べ54 億 9 千 6 百万円の増加となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式購入の支出が 22 億 8 千 6 百万円あり、ま

た、短期借入金の減少が13 億 8 千万円あったこと等により、46 億 8 千 2 百万円のマイナスと

なり前連結会計年度に比べ 33 億 7 千 3 百万円の減少となりました。 
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２．次期の見通し 

 今後のわが国経済の見通しは、世界同時不況の色合いが強まる中ＧＤＰが 2 年連続マイナス成

長予測となるなど、きわめて厳しい状況が継続するものと思われます。 

 広告業界におきましても、雇用・所得環境が依然として厳しく個人消費の低迷が続くこと等が

影響してゼロないしマイナスの成長が予測される中、外資系広告会社も加わった競争は一段と激

化し、淘汰と業界再編の時代に入っていくものと予測されます。 

 このような厳しい環境の下、当グループは新たな経営課題に積極果敢に取り組むことにより、

企業価値の向上に向け努力してまいる所存であります。 

  以上により、通期の業績といたしましては、連結売上高は4,080 億円、経常利益は68 億円、

当期純利益は 10 億 3 千万円を予想しております。 また、次期の配当金については１株につき

中間配当９円、期末配当９円を予想しております。 
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４．連   結   財   務   諸   表 

 

（１） 連 結 貸 借 対 照 表                                                       （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

平成１３年１２月３１日現在 平成１２年１２月３１日現在 

            期    別 

 

科    目 
金         額 構成比 金         額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産                  

１．現 金 預 金             18,977  18,828  

２．受取手形及び売掛金※１,８ 102,299  109,607  

３．有 価 証 券            ※５ 5,359  14,723  

４．た な 卸 資 産            ※2 7,809  6,945  

５．繰 延 税 金 資 産             917  896  

６. そ の 他             6,395  1,066  

７．貸 倒 引 当 金             △  639  △  639  

流 動 資 産 合 計 141,118 60.0 151,428 68.8 

Ⅱ 固 定 資 産                  

 (１)有形固定資産 ※３     

１．建物及び構築物            ※６ 2,443  2,626  

２．土            地※６ 1,832  1,828  

３．そ の 他             567  620  

有形固定資産合計 4,843 2.1 5,074 2.3 

 (２)無形固定資産     

１．ソ フ ト ウ ェ ア             2,234  1,686  

２．そ の 他             318  456  

無形固定資産合計 2,552 1.1 2,142 1.0 

 (３)投資その他の資産     

１．投 資 有 価 証 券            ※４,５,６ 75,355  47,114  

２．長 期 貸 付 金            ※４ 1,115  990  

３．繰 延 税 金 資 産             10  2,757  

４．そ の 他            ※４ 11,810  10,200  

５．貸 倒 引 当 金             △  1,819  △  703  

 投資その他の資産合計 86,471 36.8 60,361 27.4 

固 定 資 産 合 計 93,868 40.0 67,578 30.7 

Ⅲ 為 替 換 算 調 整 勘 定 －  1,191 0.5 

資 産 合 計 234,987   100 220,198   100 
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  （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

平成１３年１２月３１日現在 平成１２年１２月３１日現在 

期    別 

 

 科    目 
金         額 構成比 金         額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債                  

１．支払手形及び買掛金            ※８ 84,379  84,485  

２．短 期 借 入 金            ※６ 800  1,554  

３．未 払 法 人 税 等             370  2,147  

４．繰 延 税 金 負 債             5  17  

５．賞 与 引 当 金             1,297  1,141  

６．返品調整引当金             981  979  

７．本社移転損失引当金 468  －  

８．そ の 他             4,165  5,421  

流 動 負 債 合 計 92,469 39.4 95,747 43.5 

Ⅱ 固 定 負 債                  

１. 社 債 500  －  

２．長 期 借 入 金※6 265  929  

３．繰 延 税 金 負 債             7,230  5  

４．退職給与引当金             －  3,663  

５．退職給付引当金 3,956  －  

６．役員退職慰労引当金 961  －  

７．そ の 他            ※６ 686  1,005  

固 定 負 債 合 計 13,600 5.8 5,603 2.5 

負 債 合 計 106,069 45.2 101,351 46.0 

（ 少 数 株 主 持 分 ）     

少 数 株 主 持 分 1,272 0.5 1,681 0.8 

（ 資 本 の 部 ）     

Ⅰ 資 本 金              37,581 16.0 37,581 17.1 

Ⅱ 資 本 準 備 金              40,607 17.3 40,607 18.4 

Ⅲ 連 結 剰 余 金              37,138 15.8 38,984 17.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  14,737 6.3 －  

Ⅴ 為替換算調整勘定 △  125 △ 0.1 －  

 129,939 55.3 117,173 53.2 

Ⅵ 自 己 株 式              △  2,293 △ 1.0 △  7 △  0.0 

資 本 合 計 127,646 54.3 117,166 53.2 

負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 234,987    100 220,198     100 
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（２） 連 結 損 益 計 算 書                                                            （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 

期    別 

 

科    目 
金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％   ％ 

 Ⅰ 売 上 高              402,647   100  383,219   100 
 Ⅱ 売 上 原 価              355,817 88.4  337,099 88.0 
売 上 総 利 益  46,830 11.6  46,120 12.0 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費           ※１       
１．貸倒引当金繰入額               382   392   
２．給 与 手 当                21,161   21,590   
３．賞与引当金繰入額               1,282   1,079   
４．退職給与引当金繰入額 －   477   
５. 退 職 給 付 費 用 1,380   －   
６．役員退職慰労引当金繰入額  79   －   
７．福 利 厚 生 費               2,804   2,714   
８．賃 借 料               3,574   3,454   
９．減 価 償 却 費               525   355   
１０．そ の 他               10,668 41,859 10.4 10,975 41,040 10.7 
営 業 利 益  4,970 1.2  5,079 1.3 

 Ⅳ 営 業 外 収 益                   
１．受 取 利 息                367   334   
２．受 取 配 当 金               497   509   
３．有 価 証 券 売 却 益               6 

 
  256 

 
  

４．連結調整勘定償却額                4   41   
５．持分法による投資利益 －   129   
６．生命保険契約配当金 128   104   
７．為 替 差 益 270   －   
８．そ の 他               534 1,808 0.5 615 1,992 0.5 

 Ⅴ 営 業 外 費 用                   
１．支 払 利 息               52   53   
２．有 価 証 券 売 却 損               24   79   
３．有 価 証 券 評 価 損               －   83   
４．持分法による投資損失 60   －   
５．そ の 他               173 311 0.1 177 394 0.1 

経 常 利 益  6,467 1.6  6,678 1.7 
 Ⅵ 特 別 利 益                   
１．前 期 損 益 修 正 益※2 2,361   －   
２．固 定 資 産 売 却 益 96   －   
３．投資有価証券売却益 47   943   
４．退職給付信託設定益 530   －   
５．持 分 変 動 利 益 453   －   
６．そ の 他               19 3,508 0.9 20 963 0.2 
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 Ⅶ 特 別 損 失                   
１．投資有価証券評価損※3 2,638   580   
２．投資有価証券売却損 214   8   
３．役 員 退 職 金 74   262   
４．退職給付会計基準 
  変更時差異償却額 

3,143   －   

５．役員退職慰労引当金繰入額  881   －   
６．ゴルフ会員権評価損 203   －   
７．貸倒引当金繰入額 432   －   
８．特 別 退 職 金              ※4 660   309   
９．関 係 会 社 整 理 損              ※5 266   125   
１０．本社移転損失引当金繰入額  468   －   
１１．そ の 他               570 9,554 2.4 119 1,406 0.3 
税金等調整前当期純利益  422 0.1  6,235 1.6 
法人税、住民税及び事業税 1,818   3,661   
過年度法人税、住民税及び事業税 －   1,713   
法 人 税 等 調 整 額 △ 726 1,091 0.3 △  2,468 2,905 0.8 

少 数 株 主 利 益  38 0.0     115 0.0 

当 期 純 利 益 又 は 
当 期 純 損 失 （ △） 

 △ 708 △ 0.2  3,213 0.8 
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（３） 連 結 剰 余 金 計 算 書                                                         （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１３年 １月 １日 自 平成１２年 １月 １日 

至 平成１３年１２月３１日 至 平成１２年１２月３１日 

                       期     別 

 

 

   

 科     目 金            額 金            額 

Ⅰ連 結 剰 余 金 期 首 残 高                         

１．そ の 他 の 剰 余 金 期 首 残 高                      38,984  35,803  

２．過 年 度 税 効 果 調 整 額                      － 38,984 1,001 36,805 

Ⅱ連 結 剰 余 金 増 加 高                         

１．持分法適用会社増加による増加高                       －  15  

２．持分法適用会社減少による増加高                       －  23  

３．連結子会社減少による増加高 21 21 － 38 

Ⅲ連 結 剰 余 金 減 少 高                         

１．配 当 金                      1,033  934  

２．取 締 役 賞 与                       125  106  

３．連結子会社減少による減少高                      － 1,158 31 1,073 

Ⅳ当 期 純 利 益                      △ 708  3,213 

Ⅴ連 結 剰 余 金 期 末 残 高                      37,138  38,984 
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（４） 連結キャッシュ・フロー計算書                                                           （単位：百万円） 
 
当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１３年 １月 １日 自 平成１２年 １月 １日 

期 別 
 

科 目 至 平成１３年１２月３１日 至 平成１２年１２月３１日 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー                           
1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 422 6,235 
2. 減 価 償 却 費※3 1,033 844 
3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △4 △ 41 
4. 有 価 証 券 評 価 損 － 83 
5. ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 203 － 
6. 貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 1,082 499 
7. 賞 与 引 当 金 の 増 加 額 170 △ 16 
8. 返 品 調 整 引 当 金 の 増 加 額 2 39 
9. 退 職 給 与 引 当 金 の 増 加 額 － 179 
10. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 338 － 
11. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額 961 － 
12. 本 社 移 転 損 失 引 当 金 の 増 加 額 468 － 
13. 受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 864 △ 844 
14. 支 払 利 息 52 57 
15. 為 替 差 損 益 11 144 
16. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 60 △ 129 
17. 退 職 給 付 信 託 設 定 益 △ 530 － 
18. 有 価 証 券 売 却 損 24 79 
19. 有 価 証 券 売 却 益 △ 6 △ 256 
20. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 47 △ 943 
21. 投 資 有 価 証 券 売 却 損 214 8 
22. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,638 580 
23. 有 形 固 定 資 産 除 売 却 損 益 △ 56 31 
24. 関 係 会 社 整 理 損 － 125 
26. 売 上 債 権 の 増 加 額 7,121 △ 3,643 
27. た な 卸 資 産 の 減 少 （ △ 増 加 ） 額 △ 853 735 
28. 仕 入 債 務 の 増 加 額 △ 545 519 
25. 未 収 入 金 の 増 加 額 △ 3,938 － 
29. 役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 142 △ 106 
30. そ の 他 △ 2,238 △ 818 

      小 計 5,577 3,362 
31. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 876 859 
32. 利 息 の 支 払 額 △ 59 △ 67 
33. 法 人 税 等 の 支 払 額 △ 4,215 △3,882 

営業活動によるキャッシュ・フロー                         2,178 272 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー                           
1. 定 期 預 金 等 の 預 入 に よ る 支 出 △ 6,924 △ 7,004 
2. 定 期 預 金 等 の 払 出 に よ る 収 入 8,574 7,671 
3. 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 6,861 △ 7,889 
4. 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 8,601 6,790 
5. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 263 △ 249 
6. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 187 37 
7. 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △1,015 △ 717 
8. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △15,716 △ 6,590 
9. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 13,597 1,357 
10. 連結範囲の変更に伴う子会社株式の取得による資金増加額  － 278 
11. 連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による資金減少額 △ 43 － 
12. 関 係 会 社 の 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ 774 － 
13. 関 係 会 社 の 株 式 売 却 に よ る 収 入 10 － 
14. 貸 付 に よ る 支 出 △ 4,515 △ 288 
15. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 4,683 236 
16. 保 険 掛 金 の 増 加 に よ る 支 出 △ 1,170 － 
17. そ の 他 △206 △ 966 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,837 △ 7,334 
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Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー                           
1. 短 期 借 入 金 の 純 増 加（△減少） 額 △ 1,380 481 
2. 長 期 借 入 に よ る 収 入 26 100 
3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 490 △ 470 
4. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 － △ 500 
5. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 500 － 
6. 自己株式の取得及び売却による収入（純 額） △ 2,286 9 
7. 配 当 金 の 支 払 額 △ 1,033 △ 934 
8. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 16 △ 6 
9. そ の 他 2 11 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,682 △ 1,309 
Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額                                 478 71 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 高                                 △ 3,862 △ 8,299 
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                                 23,449 30,974 
Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 － 886 
Ⅷ 連結除外子会社の現金及び現金同等物の期首残高 － △ 111 

Ⅸ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高                                 19,587 23,449 
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連結財務諸表作成のための基本となる事項  

期 別 
項 目  当連結会計年度 前連結会計年度 

 １．連結範囲に関する
事項 

（１） 連結子会社の数           ２１社 
連結子会社は「１．企業集団の状況」に
記載しているため省略しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２） 非連結子会社の数         ３０社 
主要な非連結子会社名 
㈱バイオメディスインターナショナル 
Media Plus Communications Ltd. 
㈱日本マーケティングシステムズ 
 
連結の範囲から除いた理由 
非連結子会社３０社は、いずれも小規
模会社であり、合計総資産、売上高・当期
純損益及び剰余金（持分に見合う額）は
いずれも連結財務諸表に重要な影響を及
ぼしていないためであります。 

（１） 連結子会社の数           ２２社 
連結子会社は「１．企業集団の状況」に
記載しているため省略しております。 
なお、連結子会社の増加した主な理由
は、以下のとおりであります。 
㈱価値総合研究所、㈱メイクス及び
Dai-Ichi Kikaku (Thailand) Co., Ltd.につ
いては、重要性が増加したため、また、 
㈱協和企画は、株式の追加取得により、当
連結会計年度期首から連結の範囲に含め
ております。 
一方、大洋製版㈱は清算中のため、当
連結会計年度から連結の範囲から除外し
ております。 
 
（２） 非連結子会社の数         ２７社 
主要な非連結子会社名 
Media Plus Communications Ltd. 
㈱日本マーケティングシステムズ 
㈱ユーコン社 
 
連結の範囲から除いた理由 
非連結子会社２７社は、いずれも小規
模会社であり、合計総資産、売上高・当期
純損益及び剰余金（持分に見合う額）は
いずれも連結財務諸表に重要な影響を及
ぼしていないためであります。 

 ２．持分法の適用に関
する事項 

（１） 持分法適用の非連結子会社数 ２社 
Media Plus Communications Ltd. 
ASDIK INC. Ltd. 

 
（２） 持分法適用の関連会社数     ４社 
主要な会社等の名称 
日本情報産業㈱ 
デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム㈱ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）持分法を適用していない非連結子会社
及び関連会社のうち主要な会社等の名称 
㈱日本マーケティングシステムズ 
㈱インフォ・テック 
 
持分法を適用しない理由 
持分法を適用していない非連結子
会社２８社及び関連会社２４社は、それ
ぞれに連結純損益及び連結剰余金に
及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性が無いため、持分法の適
用から除外しています。 

 
（４）持分法の適用手続について特に記載す
る必要があると認められる事項 
持分法適用会社のうち、決算日が連結
決算日と異なる会社については、当該会
社の事業年度に係る財務諸表を使用して
います。 
 

（１） 持分法適用の非連結子会社数 １社 
Media Plus Communications Ltd. 

 
（２） 持分法適用の関連会社数     ４社 
主要な会社等の名称 
日本情報産業㈱ 
デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム㈱ 
なお、デジタル・アドバタイジング・コンソー
シアム㈱他２社は重要性が増加したため、
当連結会計年度より持分法の適用会社に
含めております。 
一方、前連結会計年度に持分法適用の
関連会社に含めておりました㈱協和企画
は、株式の取得により連結の範囲に含め
たため、当連結会計年度期首から持分法
適用会社から除外しております。 
 
（３）持分法を適用していない非連結子会社
及び関連会社のうち主要な会社等の名称 
㈱日本マーケティングシステムズ 
㈱ドットモビィ 
 
持分法を適用しない理由 
持分法を適用していない非連結子
会社２６社及び関連会社２３社は、それ
ぞれに連結純損益及び連結剰余金に
及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性が無いため、持分法の適
用から除外しています。 

 
（４）持分法の適用手続について特に記載す
る必要があると認められる事項 
持分法適用会社のうち、決算日が連結
決算日と異なる会社については、当該会
社の事業年度に係る財務諸表を使用して
います。 
 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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期 別 
項 目  当連結会計年度 前連結会計年度 

 ３．連結子会社の事業年度
等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結財務諸表提
出会社と同一であります。 

同     左 

 ４．会計処理基準に関
する事項 

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法 
有価証券： 
その他有価証券 
……時価のあるもの 
  決算期末の市場価格に
基づく時価法（評価差額は
全部資本直入により処理
し、売却原価は総平均法に
より算定） 

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法 
有価証券： 
取引所の相場のある有価証券 
……総平均法による低価法 
（洗い替え方式） 

その他の有価証券 
……総平均法による原価法 

 ……時価のないもの 
     総平均法による原価法 

 

  
たな卸資産： 
主として個別法による原価法 
 
デリバティブ 
    ……時価法 

 
たな卸資産： 
    同   左 

  
（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 
（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 有形固定資産 
定率法 
ただし、平成10年４月１日以降取得の
建物（建物附属設備を除く）については、
定額法を採用しております。 
なお、在外連結子会社においては定額
法を採用しております。 

有形固定資産 
当社及び国内連結子会社は、法人税法
に規定する定率法によっており、在外連結
子会社は、主として定額法によっておりま
す。 
なお、法人税法の改正に伴い、平成１０
年４月１日以降取得の建物（建物附属設備
を除く）については、定額法を採用してお
ります。 

 無形固定資産 
定額法 
ソフトウェア（自社利用分）については、
社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。 
 
投資その他の資産 
建物信託受益権については定率法に
よっております。 

無形固定資産及び投資その他の資産 
当社及び国内連結子会社は、法人税法
に規定する定額法によっております。但し
建物信託受益権については、定率法によ
っております。また、ソフトウェア（自社利用
分）については、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。 

  
（３） 重要な繰延資産の処理方法 
社債発行費： 
支出時に全額費用として処理しており
ます。 

 
（３）         ― 

  
（４） 重要な引当金の計上基準 

 
（４） 重要な引当金の計上基準 

 貸倒引当金： 
当社及び国内連結子会社は、一般
債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。 
在外連結子会社については、主として
特定の債権について、その回収可能性を
勘案した所要見積額を計上しておりま
す。 

貸倒引当金： 
債権の貸倒損失に備えるため、当
社及び国内連結子会社は、主として
法人税法の規定による繰入率（平成 
１０年度の税制改正に伴う経過的法
定繰入率）によるほか、債権の回収可
能性を個別に検討し、回収不能見込
額を計上しており、在外連結子会社
については、主として特定の債権に
ついて、その回収可能性を勘案した
所要見積額を計上しております。 

  
賞与引当金： 
当社及び国内連結子会社は、従業員
に対する賞与の支給に備えるため、主と
して支給見込額に基づき計上しておりま
す。 
 

 
賞与引当金： 
        同  左 
 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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期 別 
項 目 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

   
 返品調整引当金： 

返品調整引当金には、返品調整引当
金と返品債権特別勘定を含んでおりま
す。 
① 返品調整引当金 
国内連結子会社２社は、出版物（主
として単行本）の返品による損失に備え
るため、一定期間の返品実績率に基づ
いて算出した返品損失見込額を計上し
ております。 
② 返品債権特別勘定 
国内連結子会社１社は、出版物（雑
誌）の売残りによる損失に備えるため、
一定期間の返品実績率に基づいて算
出した返品損失見込額を計上しており
ます。 

返品調整引当金： 
返品調整引当金には、返品調整引
当金と返品債権特別勘定を含んでお
ります。 
① 返品調整引当金 
国内連結子会社２社は、出版物
（単行本）の返品による損失に備える
ため、法人税法に規定する繰入限度
相当額を計上しております。 
② 返品債権特別勘定 
国内連結子会社１社は、出版物
（雑誌）の売れ残りによる損失に備え
るため、法人税法基本通達に規定す
る繰入限度額相当額を計上しており
ます。 

  
退職給付引当金： 
当社及び国内連結子会社は、従業
員の退職給付に備えるため、当連結会
計年度末における退職給付債務およ
び年金資産の見込額に基づき、当連
結会計年度末において発生していると
認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（３,１４３百
万円）につきましては、当連結会計年度
において一括して損失処理することとし、
その全額を特別損失に計上しておりま
す。 
 
役員退職慰労引当金： 
当社の役員（取締役及び監査役）の
退職慰労金の支出に備えるため、内規
に基づく期末要支給額を計上しており
ます。 
 
（会計処理の変更） 
役員退職慰労金は、従来、支出時の
費用として処理しておりましたが、近年、
役員退職慰労引当金の計上が会計慣行
として定着していること、及び役員の退職
による支出時に予想される一時的費用を
在任期間に対応し、もって期間損益計算
の適正化を図るため、当連結会計年度よ
り内規に基づく期末要支給額を計上する
方法に変更いたしました。 
この変更に伴い、当連結会計年度発生
額７９百万円は販売費及び一般管理費に、
過年度相当額８８１百万円は特別損失に計
上しております。この結果、従来の方法によ
った場合に比べ営業利益及び経常利益
は、それぞれ７９百万円少なく、税金等調整
前当期純利益は９６１百万円少なく計上され
ております。 
なお、上記変更の決定及び実施が当下
半期においてなされたため、当中間連結会
計期間においては、従来の基準によってお
り、変更後の基準によった場合に比べ、営
業利益及び経常利益はそれぞれ３９百万円
多く、税引前中間純損失は９２０百万円少な
く計上されております。 

 
退職給与引当金： 
従業員の退職に伴う退職金の支払
に備えるため、主として期末自己都合
退職金要支給額の 1/2 を計上してお
ります。ただし、退職金の一部につい
ては、適格退職年金制度を採用しお
りますので、期末退職金要支給額は、
適格退職年金契約に基づく給付金相
当額を差し引いております。 
なお、一部の連結子会社について
は自己都合による期末退職金要支給
額の１００％を計上しておりま       
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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期 別 

項 目 
 当連結会計年度 前連結会計年度 

  
本社移転損失引当金： 
当社の平成14年１1月の本社移転に
伴い発生する損失に備えるため、固定
資産除却損、原状回復費用等移転損
失の見込額のうち、当期の負担額を計
上しております。 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
（５） 重要なリース取引の処理方法 
当社及び国内連結子会社は、リース物
件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっており、在外連結子
会社については、主として通常の売買取
引に準じた会計処理によっております。 

 
（５） 重要なリース取引の処理方法 

同     左 
 

   
 （６） 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。 
ただし、外貨建金銭債権債務をヘッジ
対象とする為替予約については振当処
理によっております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段 
 …為替予約取引 
 ヘッジ対象 
 …外貨建金銭債権債務、外貨建予定取
引 
③ヘッジ方針 
主として外貨建金銭債権債務、外貨建
予定取引に係る為替の変動リスクの軽減
を目的として為替予約取引を行っており
ます。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
当社が利用している為替予約取引は、
リスク管理方針に従い実需取引により実
行しており、予約した段階で為替損益が
確定するため、その後の為替相場の変動
による相関関係は完全に確保されている
ので、決算日における有効性の評価を省
略しております。 

（６）         ― 

  
（７） 消費税等の会計処理 
消費税及び特別地方消費税について
は、税抜方式によっております。 

 
（７） 消費税等の会計処理 

同     左 

  
（８）          ― 

 
（８） その他連結財務諸表のための重要事項 

  ① 適格退職年金制度 
  当社は、昭和５１年４月より、従来の

退職金制度とは別に、適格退職年金
制度を採用しております。また、昭和 
５６年９月より、退職金制度の一部につ
いても、適格退職年金制度に移行して
おります。 
 

 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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期 別 

項 目 
 当連結会計年度 前連結会計年度 

   
適格退職年金制度の概要 

  （１） 加入者  全従業員 
  （２） 年金資産の合計額 
  平成１２年２月２９日現在   4,812百万円 
  （３） 過去勤務費用の掛金期間 ４年 
  なお、掛金の積立方法は過去

勤務費用の現在額に一定率を乗
じる方法によっております。 

   
② 厚生年金基金制度 

  当社及び連結子会社の一部は昭
和５８年５月より、従来の退職金制度
に上積みして日本広告業業界の総
合型厚生年金基金制度（加算型）を
採用しております。 

  厚生年金基金制度の概要 
  （１） 名     称  日本広告業厚生年金基金 
  （２） 加入者   全従業員 
  （３） 年金資産の合計額 
  平成１２年３月３１日現在    53,020百万円 
  （うち厚生年金保険法第８５条の２

に規定する責任準備金の額は 
３５,８６６百万円であります。） 

  （４） 加入人員比 
  基金加入者全体を１００％とした

とき、当社及び連結子会社の一
部の加入人員割合は、１１．７％
であります。 

  （５） 過去勤務費用はありません。 
 ５．連結子会社の資産
及び負債の評価に
関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ
いては全面時価評価法によっております。 
 

 
同     左 

 ６．利益処分項目等の
取扱に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処
分について連結会計年度中に確定した利益
処分又は損失処理に基づいて作成しており
ます。連結子会社の利益準備金について
は、株式取得日以後に発生した連結持分を
連結剰余金に含めております。 

 
同     左 

７．連結キャッシュ・フ
ロー計算書におけ
る資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に
償還期限の到来する短期投資からなってお
ります。 

 
同     左 

 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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表 示 方 法 の 変 更 

      当連結会計年度       前連結会計年度 

（連結貸借対照表関係） （連結貸借対照表関係） 
― （１） 前連結会計年度において独立掲記していた「制作

支出金」（当連結会計年度６,０４８百万円）は、当連
結会計年度においては「たな卸資産」に含めて表示
しております。 
 
（２）  前連結会計年度において独立掲記していた「機械
装置及び運搬具」（当連結会計年度７４百万円）は、
資産総額の１/１００以下であるため、当連結会計年
度においては有形固定資産の「その他」に含めて表
示しております。 
 
（３）  前連結会計年度において独立掲記していた「器
具備品」（当連結会計年度５４６百万円）は、資産総
額の５/１００以下であるため、当連結会計年度にお
いては有形固定資産の「その他」に含めて表示して
おります。 
 
（４）  前連結会計年度において独立掲記していた「長
期前払費用」（当連結会計年度１１１百万円）、「更生
債権等」（当連結会計年度７７８百万円）及び「差入
保証金」は、それぞれ資産総額の５/１００以下である
ため、当連結会計年度においては投資その他の資
産の「その他」に含めて表示しております。 
 
 
 
 
 

（連結損益計算書関係） （連結損益計算書関係） 
（１）  「為替差益」は営業外収益の１０／１００を超えたた
め、独立掲記することといたしました。なお、前連結会
計年度は営業外収益の「その他」に１６６百万円含まれ
ております。 

（１） 前連結会計年度において独立掲記していた「役員
報酬及び給料手当」（当連結会計年度１６,３５８百万
円）及び「従業員賞与」（当連結会計年度５,２３１百
万円）は、それぞれ販売費及び一般管理費の１０／
１００以下であるため、当連結会計年度においては
「給与手当」として一括表示しております。 
 
（２）前連結会計年度において独立掲記していた「旅費
交通費」（当連結会計年度１,３３３百万円）、「交際
費」（当連結会計年度８４８百万円）、「広告宣伝費」
（当連結会計年度２８１百万円）及び「租税公課」（当
連結会計年度２０５百万円）は、それぞれ販売費及
び一般管理費の１０／１００以下であるため、当連結
会計年度においては販売費及び一般管理費の「そ
の他」に含めて表示しております。 
 

  
  

 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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追 加 情 報  

      当連結会計年度       前連結会計年度 

（退職給付会計） 
当連結会計年度より退職給付に係る会計基準（｢退職
給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会
計審議会平成10年６月16日））を適用しております。 
この結果、従来の方法によった場合に比べ、退職給
付会計基準変更時差異償却額を含む退職給付費用が
３,０１６百万円多く計上され、営業利益及び経常利益が
それぞれ１２７百万円多く、税金等調整前当期純利益が
３,０１６百万円少なく計上されております。また、上記の
ほか、退職給付信託を設定したことに伴う退職給付信託
設定益５３０百万円は、特別利益に計上しております。 
なお、前期末の退職給与引当金は当期首において
退職給付引当金に振替えております。 
 
（金融商品会計） 
当連結会計年度より金融商品に係る会計基準（｢金融
商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計
審議会平成11年１月22日））を適用し、有価証券の評価
方法およびゴルフ会員権を始めとするその他金融商品
の評価方法について変更しております。 
この結果、従来の方法によった場合に比べ、経常利益
は１百万円少なく、税金等調整前当期純利益は１,８２０百
万円多く計上されております。 
なお、その他有価証券のうち時価のあるものについて
は、時価評価を実施し、評価差額から税効果額を控除し
た１４,７３７百万円をその他有価証券評価差額金として、
資本の部に計上しております。 
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検
討し、その他有価証券に含まれている債券のうち１年以
内に満期の到来するもの及び預金と同様の性格を有す
るものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資
有価証券として表示しております。この結果、流動資産
の有価証券は２,５６９百万円減少し、投資有価証券は同
額増加しております。 
 
（外貨建取引等会計基準） 
当会計期間より改訂後の外貨建取引等会計処理基準
（｢外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書｣
（企業会計審議会平成11年10月22日））を適用しておりま
す。 
この変更による損益への影響は軽微であります。 

（自社利用のソフトウェア） 
自社利用のソフトウェアについては、「研究開発費及
びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認
会計士協会 会計制度委員会報告第１２号 平成１１年３
月３１日）の経過措置の適用により、従来の会計処理方
法を継続して適用しております。ただし、同報告により上
記に係るソフトウェアの表示については、当連結会計年
度より投資その他の資産の「長期前払費用」（当連結会
計年度１,６８６百万円）から無形固定資産の「ソフトウェ
ア」に変更しております。 
なお、減価償却方法は、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。 
 
（税効果会計の適用） 
連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度か
ら税効果会計を適用しております。 
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、繰
延税金資産３,６５４百万円（流動資産８９６百万円、固定
資産２,７５７百万円）、繰延税金負債２３百万円（流動負
債１７百万円、固定負債５百万円）が計上され、当期純利
益は２,４６８百万円多く、連結剰余金期末残高は３,４７０
百万円多く計上されております。 
なお、セグメント情報に与える影響は、(セグメント情報)に
記載しております。 

  

 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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注  記  事  項 

（連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度   平成１３年１２月３１日現在  前連結会計年度   平成１２年１２月３１日現在  

※１． このほか受取手形裏書譲渡高及び受取手形割引
高は次のとおりあります。 
受取手形裏書譲渡高                       ９４３百万円 
受 取 手 形 割 引 高                        ７百万円 

※１． このほか受取手形裏書譲渡高及び受取手形割引
高は次のとおりあります。 
受取手形裏書譲渡高                       ２６百万円 
受 取 手 形 割 引 高                      ８１８百万円 

  
※２． 広告物の制作等はもっぱら外注に依存しており、
工程毎にそれぞれの外注先を使用するのが通常と
なっております。よって制作工程の途中にあるもの
で、すでに、役務提供等の終了した工程に係る外注
先への支払額および支払の確定した金額を集計し
たものであります。 

※２．      同  左 

  ※３． 有形固定資産の減価償却累計額   ２,９８５百万円 ※３． 有形固定資産の減価償却累計額      ２,９３２百万円 
  
※４． 非連結子会社及び関連会社に対する主な資産
及び負債は次のとおりであります。 
投 資 有 価 証 券           （株    式）  ５,８９３百万円 
長 期 貸 付 金                        ４９２百万円 
その他の投資その他の資産（出 資 金）   １２４百万円 

※４． 非連結子会社及び関連会社に対する主な資産
及び負債は次のとおりであります。 
投 資 有 価 証 券           （株    式）  ２,５１７百万円 
長 期 貸 付 金                        ５６５百万円 
その他の投資その他の資産（出 資 金）   １０８百万円 

  
※５．取引先に対する営業保証金として差入れているも
のが次のとおりあります。 
有  価  証  券             １９百万円 
投 資 有 価 証 券                        ５５百万円 

※５．取引先に対する営業保証金として差入れているも
のが次のとおりあります。 
有  価  証  券             １９百万円 
投 資 有 価 証 券                         ３５百万円 

  ※６．担保に供している資産 ※６．担保に供している資産 
 
 

 建物及び構築物 
土地 
投資有価証券 

 ６２百万円 
１４６百万円 
５７百万円  

 建物及び構築物 
土地 
投資有価証券 

２４百万円 
４１百万円 
４３百万円 

 計 ２６６百万円   計 １０９百万円  
上記の物件について短期借入金２４８百万
円の担保に供しております。 
 

上記の物件について短期借入金１,２６５百万
円、長期借入金９２８百万円の担保に供してお
ります。 

  ７．保証債務 
非連結子会社及び関連会社に対し次のとおり債
務保証を行っております。 

  ７．保証債務 
非連結子会社に対し次のとおり債務保証を行って
おります。 

中旭国際股ｲ分有限公司     借入金  ２８百万円 
IMMG Pte. Ltd.          借入金  ２１百万円 
北京全威第一企画有限公司      借入金 １７４百万円 
Med i a  P l u s  Commun i c a t i o n s  L t d .   借入金  ５４百万円 
Dai - Ichi Kikaku(Malaysia)Sdn. Bhd .  借入金  ５０百万円 
ASATSU (THAILAND)CO.,LTD .    借入金 １１８百万円 
ASATSU(M)SDN.BHD.             借入金 １０７百万円 
北京華聞旭通国際広告有限公司        借入金 １６９百万円 
広東広旭広告有限公司      借入金  １５百万円 
 

ASATSU (M) SDN. BHD.  借入金 ８０百万円 
Dai-Ichi Kikaku(Malaysia)Sdn. Bhd.   借入金 ５９百万円 
ASATSU(Thai land) Co.,Ltd． 借入金 ２２百万円 
Media Plus Communications Ltd.   借入金 ４４百万円 
中旭国際股ｲ分有限公司       借入金 ５１百万円 

※８． 連結会計年度末日は金融機関の休日であります
が、当該期日の満期手形の会計処理は、満期日に
決済が行われたものとして処理しております。その
金額は次のとおりであります。 
受  取  手  形             １,４４４百万円 
支  払  手  形             ２,９８７百万円 

※８． 連結会計年度末日は金融機関の休日であります
が、当該期日の満期手形の会計処理は、満期日に
決済が行われたものとして処理しております。その
金額は次のとおりであります。 
受  取  手  形            １,１１９百万円 
支  払  手  形            ２,７８６百万円 
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（連結損益計算書関係） 

      当連結会計年度       前連結会計年度 

※１．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費
は、９３５百万円であります。 

※１．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費
は、６５１百万円であります。 

※２．プリンストン債の損害賠償訴訟による和解金から訴訟に
係る費用を控除した金額であります。 

※２．         ― 

  
※３．投資有価証券評価損は、減損処理にともなうものであり、
その内容は次のとおりであります。 

※３．低価法の適用に基づく評価損であります。 
 

 
株式 

受益証券 

      計 

２,２５１百万円 

３７０百万円 

２,６２１百万円 

 

    

※４．転進支援制度による退職者に支給した退職加
算金であります。 

 ※４．早期退職優遇制度による退職者に支給した退職
加算金であります。 

  
※５． 関係会社である㈱ドットモビィ他３社に係るものであ
り内訳は以下のとおりであります。 

 
㈱ドットモビィ                 ２５４百万円 
他３社                         １１百万円 
            計                    ２６６百万円 

※５． 関係会社であるASATSU Advertising(M)Sdn.Bhd.及
び㈱大洋製版に係るものであり内訳は以下のとおりで
あります。 
商法の規定に基づく株式の強制評価損       ８百万円 
長期貸付金に対する貸倒引当金繰入額       １１７百万円 
            計                  １２５百万円 

 
 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
 

前連結会計年度  

１． 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係      （単位：百万円） 

１． 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係      （単位：百万円） 

現金及び預金勘定 １８,９７７  現金及び預金勘定 １８,８２８  
有価証券勘定 ５,３５９  有価証券勘定 １４,７２３  

計 ２４,３３７  計 ３３,５５２  
預入期間が３か月を超える定期預金 △ ３,５０２  預入期間が３か月を超える定期預金 △ ５,１５２  
中期国債ファンド、マネー・マネージメント・ファ
ンド等に該当しない有価証券 

△ １,２４７  中期国債ファンド、マネー・マネージメント・ファ
ンド等に該当しない有価証券 

△ ４,９４９  

現金及び現金同等物 １９,５８７  現金及び現金同等物 ２３,４４９  

      
２．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産
及び負債の主な内訳 

 ２． 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資
産及び負債の主な内訳 

 ㈱価値総合研究所(平成１３年１２月３１日現在) 
  （単位：百万円） 

 流動資産 ２４５  

 固定資産 １４３  

株式の追加取得により持分法適用会社から連結子会社
となった㈱協和企画の連結開始時の資産及び負債の内訳
並びに同社株式の取得価額と同社株式取得による資金増
加額（純額）との関係は次のとおりであります。 

 資産合計 ３８８   ㈱協和企画（平成１２年１月１日現在）  

 流動負債 １６０   （単位：百万円） 
 固定負債 ２２７  流動資産 ３,４６７  
 負債合計 ３８８  固定資産 １,７１６  

   連結調整勘定 △ ２８６  
   流動負債 △ ２,０９９  
   固定負債 △ １,３２６  
   少数株主持分 △ ５１２  
   支配獲得日の親会社投資勘定 

（持分法適用簿価） 
△ ５８４  

   ㈱協和企画株式の取得価額 △ ３７４  
   ㈱協和企画 現金及び現金同等物 ６５３  
   差引：㈱協和企画株式取得による資

金増加額 ２７８  

   
※３．減価償却費にはコンピュータ費で計上してい

るソフトウェア償却費等の他科目計上額を含ん

でおります。 

 ※３．     同    左 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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（リース取引関係） 

      当連結会計年度       前連結会計年度 

リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

  
（１）  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） 

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） 

  取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額    

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額  

 そ の 他 
機 械 装 置 
及び運搬具 

 
３５ 

 
１９ 

 
１６ 

  そ の 他 
機 械 装 置 
及び運搬具 

 
３８ 

 
１８ 

 
２０ 

 

 
そ の 他 
（器具備品） ３,６６７ １,９１５ １,７５２   

そ の 他 
（器具備品） ３,７３５ ２,０７８ １,６５７  

 ソフトウェア ２８２ ５７ ２２４   ソフトウェア ９５ ５４ ４０  

 合 計 ３,９８６ １,９９２ １,９９３   合 計 ３,８６９ ２,１５０ １,７１８  

  
（２） 未経過リース料期末残高相当額 （２） 未経過リース料期末残高相当額 

 
1 年 以 内 
１ 年 超 

７２１百万円 
１,３１５百万円 

  
1 年 以 内 
１ 年 超 

７２４百万円 
１,０４４百万円 

 

合 計 ２,０３７百万円  合 計 １,７６９百万円 

  （３） 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息
相当額 

（３） 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息
相当額 

 
支 払 リ ー ス 料 
減 価 償 却 費 相 当 額 
支 払利息相当額 

９２２百万円 
８５８百万円 
５７百万円 

 
 支 払 リ ー ス 料 

減 価 償 却 費 相 当 額 
支払利息相当額 

８８９百万円 
８２１百万円 
５７百万円 

 

  
（４） 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 

（４） 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 

（５） 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差
額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

（５） 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差
額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

  オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 未経過リース料 

 
1 年 以 内 
１ 年 超 

４０百万円 
２４百万円   

1 年 以 内 
１ 年 超 

４３百万円 
５０百万円  

 合 計 ６５百万円  合 計 ９４百万円  
  

 

 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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（有価証券の時価等関係） 

（１）当連結会計年度（自 平成１３年 １月 １日 至 平成１３年１２月３１日） 

 １． その他有価証券で時価のあるもの                                             （単位：百万円） 

区     分 取  得  原  価 

決算日における 

連結貸借対照表計上額 差     額 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

①株式 ２８,５３６ ５６,５６６ ２８,０３０ 

②債券 ６２８ ６３６ ８ 

③その他 ７０ ７８ ７ 

小     計 ２９,２３４ ５７,２８１ ２８,０４６ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

①株式 ６,３６８ ５,０５６ △ １,３１２ 

②債券 ２,５１０ ２,４１６ △ ９３ 

③その他 ５,１３２ ３,６７０ △ １,４６１ 

小     計 １４,０１１ １１,１４２ △ ２,８６７ 

合     計 ４３,２４５ ６８,４２４ ２５,１７８ 

 

 

２． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券                                       （単位：百万円） 

売   却   額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額 

２２,１９８ ５４ ２３９ 

 

 

３． 時価評価されていないその他有価証券                                           （単位：百万円） 

連結会計年度末（平成１３年１２月３１日現在） 
 

連結貸借対照表計上額 

（１） 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２,０９２ 

（２） マネー・マネージメント・ファンド １,３６０ 

（３） フリー・ファイナンシャル・ファンド ２,７００ 

（４） その他 ２４３ 

計 ６,３９６ 
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（２）前連結会計年度（自 平成１２年 １月 １日 至 平成１２年１２月３１日） 
有価証券の時価等 

                                                       （単位：百万円） 

当連結会計年度 （平成１２年１２月３１日現在）           期      別

   連結貸借対照表計上額 時      価 評 価 損 益 

(1)流動資産に属するもの    

株 式 ２８４ ２４２ △     ４２ 
債 券 １,０２４ １,０２７ ２ 

そ の 他 ２,７９８ ２,５５９ △    ２３８ 

小 計 ４,１０７ ３,８２９    △    ２７７ 

(2)固定資産に属するもの    

株 式 ３４,１０６ ６５,５４０ ３１,４３４ 

債 券 ５１８ ５３４ １６ 

そ の 他 ３,９１８ ２,９０３ △  １,０１５ 

小 計 ３８,５４２ ６８,９７８ ３０,４３５ 

合 計 ４２,６５０ ７２,８０８ ３０,１５７ 
 

   （注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法 

① 上 場 有 価 証 券 …… 主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

② 店 頭 売 買 有 価 証 券 …… 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 

③ 非上場の証券投資信託の受益証券 …… 基準価格によっております。 

    

  ２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

流動資産に属するもの   

 割 引 金 融 債 １４７百万円  

 非上場の外国債券 ６９４百万円  

 売戻条件付債券（現先） １,２９９百万円  

 短期追加型公社債投資信託の受益証券   

 中期国債ファンド ４２百万円  

 マネー・マネージメント・ファンド ８,４３２百万円  

固定資産に属するもの   

 店頭売買株式を除く非上場株式 ７,６７６百万円  

 非上場外国債券 ８００百万円  

 流通性が著しく低い債券 ９６百万円  
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（デリバティブ取引関係） 

  

当連結会計年度 
 

前連結会計年度 
 

  
１． 取引の状況に関する事項 １． 取引の状況に関する事項 
 （1）取引の内容、取引に対する取組方針及び取引の利用目的  （1）取引の内容、取引に対する取組方針及び取引の利用目的 
当グループは、外貨建取引高の範囲内において為替予
約取引を行っております。この取引は得意先からの依頼に
より行う例外的な取引であり、投機的な取引は行っておりま
せん。 

     同   左 

 （２）取引に係るリスクの内容  （２）取引に係るリスクの内容 
当グループが行っている為替予約取引は、為替相場の
変動による市場リスクを有しておりますが、信用度の高い企
業である得意先の保証がありますので、市場リスクを原則と
して回避しております。 
又、当グループが行っているデリバティブ取引の契約先
である得意先及び金融機関はいずれも信用度の高い企業
であるため、相手先の契約不履行による信用リスクは、ほと
んどないものと認識しております。 

     同   左 

 （3）取引に係るリスク管理体制  （3）取引に係るリスク管理体制 
当グループでは、明文化された為替予約実施要領及び
デリバティブ運用細則に基づいてデリバティブ取引を行っ
ております。同要領及び運用細則には、デリバティブ取引
に関する利用方法の原則及び目的、意思決定の手続、取
引実行の責任体制、定例的な報告体制等が定められてお
ります。 

     同   左 

 （4）定量的情報の補足説明  （4）定量的情報の補足説明 
「取引の時価等に関する事項」における契約額等は、こ
の金額自体がデリバティブ取引のリスクを示すものではあり
ません。 
 

     同   左 

２． 取引の時価等に関する事項 
 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 (単位：百万円) 

区 契  約  額  等 

分 
種     類 

 うち１年超 
時 価 評価損益

為替予約取引     

  買   建     

２． 取引の時価等に関する事項 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
 
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、開
示の対象から除いているため、該当事項はありません。 

 
 

以
外
の
取
引 

 

市
場
取
引      米ドル 

 
２４ － ２８ ３ 

    
      

 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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(退職給付関係) 

当連結会計年度 
 

前連結会計年度 
 

  
１．採用している退職給付制度の概要 ― 

 
 

 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし
て、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職
一時金制度を設けております。連結子会社７社は、期
末の自己都合要支給額の1００％を計上しており、連結
子会社２社は適格退職年金制度を採用しております。  
 

 

２．退職給付債務に関する事項       （単位：百万円）  
 （１）退職給付債務  △ １２,５７８  
 （２）未認識数理計算上の差異 １,５０４ 

 （３）年金資産 ７,３５４ 

差     引  △ ３,７１９ 

（４）前払年金費用 ２３６ 
（５）退職給付引当金 △ ３,９５６ 

  
３．退職給付費用に関する事項         （単位：百万円） 

（１）勤務費用 ７５７ 

（２）利息費用 ３２３ 
（３）期待運用収益 △ ７３ 

（４）会計基準変更時差異償却額 ３,１４３ 

（５）期中支払退職年金掛金等 ３７２ 
 退職給付費用 ４,５２３ 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 （１）割引率： ２.５％～３.０％ 

 （２）期待運用収益率 １.５％ 

 （３）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
 （４）その他の退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   会計処理基準変更時差異の処理年数    一括処理 

  

  

  

 

      

 

自 平成１３年 １月 １日 
至 平成１３年１２月３１日 

自 平成１２年 １月 １日 
至 平成１２年１２月３１日 
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（税効果会計関係） 

                                                                      （単位：百万円） 

当連結会計年度 平成１３年１２月３１日現在 前連結会計年度  平成１２年１２月３１日現在 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

（繰延税金資産）  （繰延税金資産）  

 貸倒引当金限度超過額 ９１０  有価証券評価損否認 １,８１２ 

 賞与引当金限度超過額 ３０１  貸倒引当金限度超過額 ３４４ 

 本社移転損失引当金 １９６  賞与引当金限度超過額 １４３ 

 退職給付引当金限度超過額 ２,０４１  未払事業税 ３０３ 

 役員退職慰労引当金 ４０４  退職給与引当金繰入限度超過額 ７４４ 

 有価証券評価損否認 ２１０  海外子会社における繰延税金資産 ※１ ２１ 

 投資有価証券評価損否認 １６９  その他 ２９０ 

 海外子会社における繰延税金資産 ※１ １２５  繰延税金資産小計 ３,６６１ 

 その他 ３８７  評価性引当金 － 

 繰延税金資産小計 ４,７４６  繰延税金資産合計 ３,６６１ 

 評価性引当金 △ ６３    

 繰延税金資産合計 ４,６８２ （繰延税金負債）  

    海外子会社における繰延税金負債 ※１ ２２ 

 （繰延税金負債）   その他 ７ 

 退職給付信託設定益否認 ２２２  繰延税金負債合計 ３０ 

 有価証券評価差額 １０,６８９  繰延税金資産の純額 ３,６３１ 

 海外子会社における繰延税金負債 ※１ ８    

 その他 ６９ 

 繰延税金負債合計 １０,９８９ 
 
※１海外子会社における繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産の純額 △６,３０７  （繰延税金資産）  

     繰越欠損金 ３４ 

     その他 １２ 
 
※１海外子会社における繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳  繰延税金資産小計 ４７ 

 （繰延税金資産）    評価性引当金 △ ２５ 

  繰越欠損金 ６４  繰延税金資産合計 ２１ 

   その他 ６０  （繰延税金負債）  

 繰延税金資産小計 １２５   その他 ２２ 

  評価性引当金 △ ６３  繰延税金負債合計 ２２ 

 繰延税金資産合計 ６１  繰延税金資産の純額 △０ 

 （繰延税金負債）     
  その他 ８    

 繰延税金負債合計 ８    

 繰延税金資産の純額 ５３    

      
２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 ４２.０５％  法定実効税率 ４２.０５％ 

 （調整）   （調整）  

 交際費等永久に損金に算入されない項目  １４５.２４   交際費等永久に損金に算入されない項目  ９.０４ 

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △２０.４５   受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △１.７９ 

 住民税の均等割額 ６.７０   その他 △２.７０ 

 税務調査等更正受入による過年度法人税等  ４０.６５   税効果適用後の法人税等の負担率 ４６.６０ 

 
プリンストン債損害賠償訴訟に伴う税率差

異の影響額 
７９.１９     

 海外子会社における実効税率の影響額 △２６.４３     

 その他 △８.２７     

 税効果適用後の法人税等の負担率 ２５８.６８     
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５． セ  グ  メ  ン  ト  情  報 

 １．事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（自平成１３年１月１日 至平成１３年１２月３１日） 

                                                                          （単位：百万円） 

 広 告 業 
そ の 他 

の 事 業 
計 

消 去 

又 は 全 社 
連   結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売    上    高      

(1)外部顧客に対する売上高 391,583 11,063 402,647 － 402,647 
(2)セグメント間の内部売上高又は

振替高 
593 5 599 ( 599 ) － 

計 392,177 11,069 403,247 ( 599 ) 402,647 

   営  業  費  用 387,793 10,489 398,283 ( 606 ) 397,677 

   営  業  利  益 4,384 579 4,964 6 4,970 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出      
   資          産 224,680 10,461 235,141 ( 154 ) 234,987 

   減 価 償 却 費 992 41 1,033 － 1,033 

   資 本 的 支 出 1,307 12 1,320 － 1,320 
（注）１） 事業区分の方法      

事業区分の方法は売上集計区分によっています。 

 ２） 事業区分の内容 

事 業 区 分 取       扱       品       目 
広 告 業 雑誌、新聞、ラジオ、テレビ、デジタルメディアを媒体とするすべて

の広告業務の取扱い及び広告表現に関する企画、制作並びにセ
ールスプロモーション、マーケティング、ＰＲ等のサービス活動の一
切 

その他の事業 雑誌・書籍の出版及び販売、コンサルティング事業並びに情報処
理サービス業等 

 

    ３） 会計処理基準等の変更 

役員退職慰労引当金の計上方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる事項」に記載のとおり、当連結会計事業年度より役員退職慰労

金は内規に基づく期末要支給金額により計上する方法に変更しております。 

この変更にともない、従来の基準によった場合と比べ、当連結会計年度における営業費用が広告業で 

７９百万円増加し営業利益が同額減少しております。 
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前連結会計年度（自平成１２年１月１日 至平成１２年１２月３１日） 

                                                                          （単位：百万円） 

 広 告 業 
そ の 他 

の 事 業 
計 

消 去 

又 は 全 社 
連   結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売    上    高      

(1)外部顧客に対する売上高 370,884 12,335 383,219 - 383,219 
(2)セグメント間の内部売上高又は

振替高 
824 288 1,113 (1,113) － 

計 371,709 12,623 384,332 (1,113) 383,219 

   営  業  費  用 366,843 12,198 379,042 (902) 378,139 

   営  業  利  益 4,865 424 5,289 (210) 5,079 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出      
   資          産 209,518 11,264 220,782 (583) 220,198 

   減 価 償 却 費 330 31 361 － 361 

   資 本 的 支 出 846 32 879 － 879 
（注）１） 事業区分の方法      

事業区分の方法は売上集計区分によっています。 

 ２） 事業区分の内容 

事 業 区 分 取       扱       品       目 

広 告 業 雑誌、新聞、ラジオ、テレビ、デジタルメディアを媒体とするすべて
の広告業務の取扱い及び広告表現に関する企画、制作並びにセ
ールスプロモーション、マーケティング、ＰＲ等のサービス活動の一
切 

その他の事業 雑誌・書籍の出版及び販売、コンサルティング事業並びに情報処
理サービス業等 

 

３） 追加情報 
① 当連結会計年度においては、連結子会社が増加したことに加え、顧客のニーズの多様化や業務領域の拡
大化等に適応すべく、「出版業」にコンサルティング業や情報処理サービス業などを新たに加えることによっ
て「その他の事業」とし、当グループの実態を適切に表示することといたしました。 
② 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度から税効果会計を適用しております。 
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ「広告業」について資産は３,４０２百万円多く計上され、
「その他の事業」について資産は２５１百万円多く計上されております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

当連結会計年度 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び資産の金額の合計額に占める割合がいずれ

も９０％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び資産の金額の合計額に占める割合がいずれ

も９０％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
 

 

３．海外売上高 

当連結会計年度 

海外売上高が連結売上高の１０％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております 

前連結会計年度 

海外売上高が連結売上高の１０％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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6．関連当事者との取引 
 
１．親会社及び法人主要株主等 

(単位：百万円) 

関 係 内 容 

属性 
会社等の

名称 
住所 
資本金又

は出資金 
事業の内容又は職業 

議決権の

所有(被所

有)割合 
役員の

兼任等 

事業上

の関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

提出会社の

その他の 

関係会社 

WPP Group 

plc 

London 

UK 

Stg£ 
115 百万 

広告代理 
間接 20% 

(被所有) 
兼任 1 名 

資本業務

提携 
受取配当金 239 ― ― 

(注)1. WPP Group plc は、当社の「主要株主（法人）」である WPP International Holding B.V.の親会社であります。 

    2. 当社代表取締役会長稲垣正夫は、WPP Group plc の役員を兼任しております。 

２．役員及び個人主要株主等 

(単位：百万円) 

関 係 内 容 

属性 
会社等の 

名称 
住所 
資本金又

は出資金 
事業の内容又は職業 

議決権の

所有(被所

有)割合 
役員の   

兼任等 

事業上   

の関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

広告取扱受託 18 売掛金 19 

広告取扱委託 17 ― ― 

当社代表取締役 

広東広旭広告有限公司 

代表取締役 

― ― 

受取管理料 15 未収入金 0 

広告取扱受託 0 売掛金 9 

広告取扱委託 369 買掛金 1 

不動産の賃貸 8 ― ― 

受取管理料 9 ― ― 

役員及び 

その近親者 
稲垣正夫 ― ― 

上海旭通広告有限公司 

代表取締役 

直接 3.1% 

(被所有) 

― ― 

費用の立替 0 立替金 0 

資金の貸付 ― 長期貸付金 63 

受取利息 0 未収入金 0 

当社代表取締役 
AST ADVERTISING CO.,LTD. 

代表取締役 
― ― 

    

広告取扱受託 0 売掛金 0 

広告取扱委託 12 買掛金 0 

経費の立替 0 立替金 0 

資金の貸付 ― 長期貸付金 59 

役員及び 

その近親者 
長沼孝一郎 ― ― 

中旭国際股ｲ分有限公司 

代表取締役 

直接 0.0% 

(被所有) 

― ― 

受取利息 0 未収入金 0 

広告物の制作委託 27 買掛金 2 

受取配当金 0 ― ― 
役員及び 

その近親者 
大木英三 ― ― 

当社取締役 

㈱日本マーケティング 

システムズ 

代表取締役 

直接 0.0% 

(被所有) 
― ― 

    

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

  ２．取引条件及び取引条件の決定方法等は一般取引先と同様であります。 

 

３．兄弟会社等 

(単位：百万円) 

関 係 内 容 

属性 
会社等

の名称 
住所 
資本金又

は出資金 
事業の内容又は職業 

議決権の

所有(被所

有)割合 

役員の

兼任等 

事業上

の関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

広告取扱受託 2,969 売掛金 472 

広告取扱委託 1,081 買掛金 312 

提出会社の

その他の関

係会社の子

会社 

ｼﾞｪｲ･ｳｫ

ﾙ ﾀ ｰ ･ ﾄ ﾝ

ﾌﾟｿﾝ･ｼﾞ

ｬﾊﾟﾝ㈱ 

東京都 

渋谷区 
490 広告代理 なし なし 広告取扱 

資金の貸付 4,000 短期貸付金 ― 

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

  ２．取引条件及び取引条件の決定方法等は一般取引先と同様であります。 
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